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む中で様 々な環境衛生問題が生じ,労働力保.全を主たる目的にし.て都 市計画 と
















環境問題が地球的規模に も広 が り,個 別 の特殊 的な現象では な く現代社会 に
とって普遍的 な現象 になる中で,環 境制御 は一過性の問題 としてではな く,公
共 政策の主要 課題 と して行財 政 システ ムの 中に明確 に位置 づ けられ るよ うに
なってきた。環境 関連の法 制度 およびそ の担 当公務員数は増加 し,そ れ に伴 っ
て,環 境 関連行政経 費は一般行政経 費の 中において,各 国で 多少 の紆余 曲折が
あ り課題 の大 きさか らすれ ば十分で はないか もしれ ないけれ ど も,絶 対的 にも
相対 的に も比重 を大き くして きてい る。
しか し,こ の ことを もって環境保全が進んだ と言 うことはで きない。む しろ,
自然保護,環 境 汚染制御,ア メニテ ィ保全 の各分野 において も,ま た,地 域 レ
ベ ル,国 家 レベル,国 際 レベル とい う空間的 スケールのいずれ の レベ ルにおい
て も,こ れ まで の環境 政策 は,い くつか の成果 はあげつつ も数多 くの限界を
持 っていた ことは明 らかで ある。 ごみ問題 や地球環境 問題 の深刻化 は,こ れま
での環境 政策の限界が露呈 した もの と見 ることがで きよ うl」。
つま り,法 と行政機構 は整備 され環境制御 のための行政経費は増加するけれ
ども,そ のこ とが環境保 全の実現 に必ず しもつ なが らないのであ る。それは何
故か。本稿の課題 は,環 境政 策の進展 を環境制御のための行財政 システムの発
展過程 と して把 握す るとき,現 実 の環境制御 シ.ステ ムがあるべ きそれから乖離
す る原因 について分析 しつつ,環 境制御のための民主主義的で効 率的な行財政
システムがつ くられてい くプロセスの理論化 とい う課題 に試 論的考察 を行 うこ
とであ る。
11環境権論と行財政 システム
環境政策 とは,人 々にとって望ましい環境水準をつ くりだすための公共政策
であると定義することができる。望ましい環境水準がすべての人々に享受可能
な状態をつ くりだすことを環壌政策の目標 とするならば,環 境政策とは環境権


































よって,三権のなかに,環境立法,環 境行政,環 境訴訟(司法)の 枠組み とそ
の具体化を行い,被 害の救済や環境の復元を図ったことにある。環境 と経済と
の調和条項を破棄した.公害対策.基本法,さ らには,環境政策の確立過程におい
て地方自治(体)や 公害裁判が果たした役割を想起するならば,そ の意義 と内
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容 は明 らかであろ う。 この点 は,い わゆ る開発独 裁型 政治経済体制 の下での圧
縮型工業化が進 むなかで環境問題が深刻化 している アジ アのい くつかの国 ・地
域 と比較す るときさ らに明確 になろう3」。
た しかに,日 本 におい て公害反対 運動 の意義や環境政策の成果を確認する こ
とがで きる。 しか し,日 本 の環境破壊 の現実 を直視す るな らば,日 本の環境保
護運動 は,公 害裁判 に実際 にかかわ っていた弁護士たちが問題提起 を行わ ざる
をえなか った ことにみ られ るよ うに,環 境権 とい う新 しい思想 と権利概念 を必
要 としたのであ る。た とえば,そ れ までの公害裁判では,原 告 の損害賠償 の訴
えは認め られ,加 害企業 の法的責任 をあ る程度は明確 にするこ とにはなったが,
環境破壊 を未然 に防止 しうる法的権利の枠組みは持ち得ていなかったのであ る。
この点 は,環 境破壊 が不可逆的 な性格 を持 ち,い わゆる絶対的損失帥が生ず る
場合 には特 に重要であ る。
さらに,1970年3月には国際社会科学評議 会主催 の公害 に関す る国際 シンポ
ジ ウムが開催 され,「東京宣言」が採択 され たが,そ こで は 「と りわ げ重要 な
のは,人 た るもの誰 もが健康や福祉 を侵す要因 にわざわいされない環境 を享受
す る権利 と,将 来の世代へ現在 の世代が残すべ き遺産である ところの自然美 を
含めた 自然資源にあず かる権利 とを基本的人権の..一種 として もっ とい う法原則
を,法 体系の中に確 立す るよう,わ れわれが要請する ことにあ る」 とされ,環
境権 の重 要性 が唱われ た。
また,環 境権 と言 う権利概念は用 いていないが,環 境権 と同様 の効 果を追求
す る環境権保護のための有効 な法技術 として,公 共信託財 産の法理が,す で に
J.サックス教授 によって提 唱 され てい だ 〕。.公共信 託財'産の法理 とは,環 境 は,
2}たとえば,台湾を事例にこのことを分析した例として,拙稿 「台湾の環境政策と日本モデル」





MichiganI,awReview,Vol.48,p.471ets.1970,山川洋一 ・郎,高僑一修訳 『環境の保護.市 民
のための法的戦略」岩波書店,1974年.
現境制御と行財政システム(729)149
それにかかわ りを もつ将来世代 を含む一般公衆 の ものであ ると して,そ の管理
は,公 共信託財産 と して政府 に委託 されている とみ なす考 え方であ る。そ うな
れば,環 境 は,公 共信託財産 として維持 されね ぼならない とい うことにな り,
その管理者であ るもの の管理責任 を問 うこ とになる.ので ある5:脚。 これ らの議論
を もう1つ の直接的 きっか けとして,1970年9月に,日 弁連 ・人権擁護大会で
「われわれ を取 り巻 く環境 を1つ の価値物 と見,こ れ に対す る住民 の立場 を1
つ の権利 と見 る」環境 権の提唱が行われ たのであ る%
環境権 は,そ の提唱か ら四半世紀 を経 て,我 が国 において も曲が りな りに も
法的位置づ けを得つつあ るように思 われ る。1994年に制定 された環境基本法で
は,そ の第3条 において 「環境 の保全 は,環 境 を健全で恵み豊かな もの として
維持す ることが人 間の健康で文 化的な生活 に欠 くことので きない ものである こ
と及 び生態系が微妙な均衡を保 つ ことによって成 り立 ってお り人類 の存続 の基
盤で ある限 りあ る環境が,人 間の活動 による環境への.負荷 によ って損 なわれ る
おそれが生 じて きてい ることに鑑み,現 在及 び将来の世代 の人 間が健全で恵み
豊か な環境の恵沢 を享受す.るとともに人類の存続 の基盤で ある環境が将来にわ
たって維持 されるよ うに適切 に行われな ければな らない」 としてお り,理.念的
には環境 権に近い規定が なされてい る。 また,1991年に制定 された川崎市環境
基本条例 では,そ の2条 ユ項 に 「市の環境 政策 は,市 民が安全で健康かつ快適
な環境を享受す る権利 の実現 を図 るとともに,良 好 な環境 を将来の世代に引 き
継 ぐことを目的 として展 開す るもの とす る」 と明確 に環境権 を位置づけている。
その他,い くつか の地方 自治体 が環境基本条例 の前文 に環境権を宣言 している。
このよ うなこ とか ら法的 には環境 権が位置づ けられ始めた ところ と言 える。だ
が,環 境権 を実質化 させ る実効的な政策 の具体化 となると,ほ とんど未確立で
ある といって よい状 況 にあ る。





と,実 定法的 な差止請求権 の根拠 となる私権 としての意義 を もつ私権 としての
環境権 とい う,そ の性質や機能 を異 にす る2つ があ る7}。そのいずれにおいて
も,上 記の ような進展 はある ものの,わ が国 にお ける環境権 に関す る議論は全
体 と しては現在 までの ところ,「立法 や行 政 を動かす ことな く,さ らに住 民が
最後の依 り拠 として訴 えた裁判所 を動 かす ことも」で きていない ことも確 かで
あ る%つ ま り,環 境権 の提 唱が,立 法や行政 さ らには司法 に十分 な影響 を及
ぼ し,開 発優先 の既存法体系 に対抗 しうるだ けの位置づ けを法制度 ヒ与 えられ
るところにまで は至 ってい ないので ある。
しか し,環 境権 の提唱 とその後行わ れた議論か ら生みだされた成果は小 さ く
.はないQ.
まず,現 行憲法下での解釈論 としての環境権論 を超えて,市 民を環境権 の主
体 として明確 にfi置づ けた固有の環境法体系の構築 をめざす議論が始 まったこ
とで ある。加 えて,な によ りも重要 なことは,環 境権に関す る議論 の過程か ら
刺激 を受 け,地 域住民 の中か ら自発的 に環境を護る権利意識が生 まれて きた こ
ζであ る。それ は,入 浜権,自 然亨有権,浄 水 享受権,親 水権,景 観権等,個
別具体 的な環境権 をかかげた環境 保護 運動 や訴訟がすすめ られた ことに現 われ
ている。 その中には,日 照権のよ うに,す で に法制度の 巾に明確 に位 置づ けら
れ ている もの もあ る。
こ うした権利意識が生まれて きたことは,K・w・ カ ップが 「私 的企業 と社
会的費用』9切なかで強調 したように,民 衆iヒよる社 会的費用 に関す る認識が発
展 して きた こ とを示す ものであ ろ う。 もともと価格 のつか ない価 値物 た る環
境」町ま,人 間社会 とは無関係 に外在的に価値 がある とい うよ りも,そ の価値 の



















る1'♪。 そ うす る と,環 境価値 に関す る認識 の発展 過程 とそれを支 える行財 政 シ
ステ ムはいか にあるべ きか とい う問題 が提起 される ことになる。 この ことはさ
らに,カ ップ も指摘 したよ うに,環 境 の ような 市場で扱 いえない財の固有の価
値を社会 として どう評価 し制御 してい けば よいのか とい う,言 わば環境の社会
的評価 とそれに対応す る環境制御 の枠組みのあ り方 を問 いか けることにな った
のである。
近年における環境権論 の発展が提起 してい るもう ユつ の内容は,環 境権の実
質的保護 とば,環 境 に影響 を与 える行政手続 きへの住民参加 を保障す ることに
よって,か な りの程度達成 され るので はないか とい うことで ある12㌔そのため
には,環 境 に関す る情報が市民 に公 開される ことが前提 になる。さ らに,そ の
情報 を含 む環境問題 について学習す る機 会が保 障され るとともに,環 境 に影響
を与える決定手続 きにおいて市 民の意見 が聞かれ るこ とが必要 にな る。また,
すでに述べ た公共信託財産の法理を適用 すれば,環 境破壊 の場合 に,公 共信託
違反 に もとづいて訴 える権利を市民 に認 める ことになる。 さらに,自 然へ のア
クセスの権利 を認め ることや,環 境保護運動 を行 う自然保護団体 な どの住民団
体が,環 境 に影響 を与 える行政手続 きへ の参加が認 められ,ま た裁判手続 きに
おいて原告適格が認め られれば,環 境権 の実 質的保護が進む と考え られ る。 こ
れらいわ ゆる環境権へ の手続 き的 アプローチの具体化 は,ヨ ー ロ ッパ,ア メリ
カにおいて部分 的で はあるが確 実 に進みつつ ある。 こうした動向は,環 境 を改
善する行為 によって影響 を受 ける人々に完全 な情報 を保証 し,検 討 と決定 のた
めの適切 な手続 ぎを保証す ることを求めた もの とみる ことがで きる。つ ま り,
環境 に関する自己決定権 の尊重 とい うことであ り,環 境政策の意思決定過程 に








問 う て い る と解 釈 す る こ と が で き よ う 。
m環 境制御 システムの政治経済学




















＼ 最 も体 系 的 に 問 題 提 起 し た もの に,Rawls,」.,ATheoryof]usuce,HarvardUniversityPress,
1971,矢島釣 次 訳r正 義 論 』 紀 伊 国 屋書 店,1979年,が あ る。
14)こ こに い う環 境 政 策 にお ける 政 府 の 失 敗 とは,環 境 問題 へ の政 府 の 介 入 が 環 境 保 全 とい う所期
の 目 的 を果 たせ ず 経 済 の 効 率 性 を も回復 し得 て い な い と い う意 味 で 用 い て い る。拙 著 『環 境 経済
学」 岩 波 書店,1996年,28-31ペー ジ。
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テムをめ ぐる政治 と経済 の接点で生 じる現象であ る。
環境制御 システムの政 治経 済学 は多 くの領域での分析 を必 要 とす るが,こ こ
で は,環 境政策を規定す る法 ルールの問題,公 共事 業 と環境 問題,環 境 アセ.ス
メ ン トの形骸.化問題,環 境技術 と環境産 業 をめ ぐる問題 とい う4つ の問題 に
限 って検討 していこ う。
(1)法をめぐる環境と経済
環境 政策の根拠 を規定 してい るのが環境 法であるか ら,そ の法が各経 済主体
の行動様式 にいかなる影響 を及ぼ してい るかを分析 する ことは,環 境政策の効
果を明 らかにす るために も,裏 返せば現実の環境制御 システムの限界 を明 らか
にす るために も不可 欠の作業であ ろう。
環境 問題 とのかかわ りで現行法体系 を評価 し運.弔す る場合,2つ の側面か ら.
の検討 が必 要で ある。1つ は,開 発行 為に伴 う環境破壊 を防 ぐために,開 発立
法の.各種 の手続 きを理解 して,早 い段 階か ら開発手続 きをチ ェ ックす ることが
どこまで可能か とい う点である。 もう ユつ は,環 境法の.各種 の手続 きを利用 し
て,ど こまで開発行 為をチ ェックす ることが可能か とい う点で ある。
国土総合開発法をは じめ とす る数多 くの開発法の体系 の中には,保 全すべ き
環境の価値 を明示的に規定 してい る もの はない。 自然環境 の保全 を配慮す るこ
とを総論的 に規 定す る ことはあって も,実 施段 階での手続 きにおい ては環境配
慮規定がなか った り,規 定が ある場合で も実効性 が無 い ことが ほ とん どであ る。
た とえば,沿 岸域の埋立て を促 進 した公有水面埋立法で あるL%こ の法律 では,
領海の所 有者は国で あ り,そ れ を埋 立て陸地 にす るには,所 有者であ る国の免
許が必 要である。 ところが,そ の免許料 は造成地 の価格の3%,そ の他に漁業
補償法 と造成 費を払 えば,埋 立地の所有権が得 られ る。 これは,埋 立てによ っ
て生み出され る土地 の価値 に比較するな らぼ きわ めて安価であ り,さ らに海の



























16)山 村 恒 年 『自然 保 護 の 法 と戦 略(第 ビ版)」 有 斐 閣,1994年,76ペー ジ。




すなわ ち,「この(.市場 の:引 用者)欠 落 は,市 場 それ 自体 に帰せ られるべ
きものではな くて,市 場 の営みの条件 とな ってい る法律上の枠組がその原因な
のだ。特 に ここでわれわれが想起 しな ければな らぬの は,営 利企業に とって何
が費用 となるか は,現 行の法律 に依存す る とい う点であ る。 もしも奴 隷制度 が
合法で あったら,労 働 の費用 は,人 間をつか まえて きて,そ れか らあ とは彼が
や っと生存 しうるような水準で生活 を維持 してや るための費用 を超 える必要 は
ないだ ろ う」18,と述べ ている。 また,「現行の法律の もとで何が費用であ るか と
い うこ とと,そ もそ も何 を費用 として計上すべ きか とい うことが,ま さに問題
なのだ」囲とも指摘 してい る。
さ らに,ミ シャンは,「アメニ テ ～権(環 境 権一 引用 者)を と りいれた法
律 を制定す る ことの社.会的利 益 は,主 な外部 効果が逆進 的性格 を もってい る
とい う事実 を考 慮す る とき,な お さ ら強め られ る。富裕者 は財産 を法 的 に保
護 され てい る し,現 在 では,他 の者が作 り出 した負の便益 か ら保護 され る必要
があ ま りない。富裕者 は,富 裕であればあ るほ ど,居 住場所選択 の範囲 を広 く
もつ。 もしも彼が たまたま住んでい る場所で便益の程度が だんだん下が って き
てい る様 ∫・で あれ ば,か りに幾分の不都合があるに して も,彼 はよ り静かな所
へ移転す る ことがで きる。彼は,他 人の家 とは離 れた,あ るい は完全に防音装
置 を施 した適 当な屋敷 を手 に入れ,余 暇は田舎で,あ るい は外国で,好 きな時
に楽 しむ ことがで きる。それ に対 して,貧 困家庭 は,貧 困であればあ るほ ど,
他 の場所へ移転す る機会が少ない。事実上,彼 らは現在住んでい る地域 か ら抜
け出す ことがで きず,ど の ような形の負 の便益が 降 り掛か って きて も堪 え忍 ば
な ければ な らないのだ」細と述べ,ア メニティ権 に基づ く法制定 を主張 して い
る。
18)同 上 邦 訳 書,63ペ ー ジ、
19)同.ヒ.64ペ ー ジ。
2ω 同 上.70-71ペー ジ、 邦 訳 書 に お い てはamenityrightは便 益 権 と訳 さ れ て い るが,こ こ で は
ア メ ニ テ ず権 と訳 した 。
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(2)環境アセスメント
環境政策 において,被 害 者の救 済や.一度悪化 した環境の復 元がなされなけれ
ばならない ことは言 うまで もないが,環 境破壊 を未然 に防止す る予 防段 階で の
環境政策 を充実させるべ きだ とい うことは,今 や社会の共通認 識になってい る。
予 防原則(precautionaryprinciple)とい うこ とで,環 境政策 の1つ の原則 に
位置づ けられ るよ うになった。 その予防のための環境 政策手段 として最 も有力
で包 括性のあ るものが,環 境 アセスメン トであ る。
環境 アセスメ ントとは,環 境影響評価(EnvironmentalImpactAssessment)
制度 の ことで,開 発行為が環境 に及ぼす影響 を事前 に予測 ・評 価 し,そ の結果
に基づ いて適切 な行動 ・政策を選択 する ・連 の手続 きのことであ る。環境 アセ
ス メン トは,技 術の もた らす各方面 への悪影響 を事前 に評価 して,技 術 開.発の
適正 を期す るため に考えだされたテ ク.ノロジー ・アセスメン トにその源流が あ
る と言われ るが,1969年に アメ リカ合衆 国の国家環境政策法で採 用され,そ の
後世界 中で制度化が進んだ。問題 はその内容であ り,環 境 アセスメ ン トー般の
是否 は論 じられない。アメ リカ合衆 国等で はかな り定着 した制度 になってい る
が,日 本の制度に対 しては批判 も強い。
我が国の環境 アセスメ ン ト制度 は法律 には なっていないけれ ども,環 境影響
評価要綱が閣議決定されてお り,道 路事業等 において技術指針が定 められてい
る。 また,地 方 自治体 では環境 アセ.スメン トのための条例 ・要綱が制定 されて
お り,実 質的な制度化 は進 んで いる。 しか し,現 段 階の我が 国における環境 ア
セ.スメン ト制度は,当 初期待 された機能 を発揮 しえてお らず,む しろ開発事業
を正当化する免罪符化 の傾 向も しば しば指摘 されている。 その原 因については,
すで に多 くの ことが指摘 されてい るが,次 の2つ の側.面に要約 され るで あろ
うZ%
1つは,環 境 アセス メン ト制度が信頼性のあ る制度 になるた めには,環 境影










が環境 に及ぼす影響 を正確 に把 握 した もので なければ な.らない。環境 アセス メ
ン トの科学性 といって もよい。 ところが,第1に,環 境 アセスメ ン トのための
科学や技術 それ 自体が立 ち遅れてい る。 これは,こ れ まで の科学研究や技術開
発が狭い意味での生産効率 を.ヒ昇 させ ることに偏 っていた こ とに も原因があろ
う。今後は,環 境 問題 に関す る科学的知見 を増やす よ うな情報の生産 に社会の
資源を より多 く配分 しなければな らないであろ う。 また,環 境 アセス メン トの
評価項 目が狭 いために開発事業 に伴 う環境影響が部分 的に しか評価されず,影
響 を被 る住民側 との認識 のギ ャップが大 き くな ることも多 い。 さらに,開 発行
為 の事業者が予測 と評価 を行 うので,そ の客観性が問題視 され てい る。
2つ は,環 境 アセ スメン トの手続 きの民主性 にかかわ る側面で ある。第1に,
アセスメ ン ト自体が開発事業の計 画策定時 になされ るのではな く,事 業計画 の
具体化が進 んだ段階で行われ るため,仮 に環境影響があ ると予測 ・評価 され る
場合で も事業内容の変更が困難になる ことが多 い。
第2に,こ の点は アメリカ合衆 国のアセスメ ント制度 と比較すれば顕著であ
るが,情 報公開 と住 民参加が保障 され てい ない ことと,開 発行為 の中止 を含む
代替案 の検討がな されない ことで ある。た とえば,作 成された環境影響評価書
案 についてみれば,公 告 ・縦覧 の周 知が不徹 底であ った り,評 価書 の入手が困
難 であ った りす る。 また,評 価 書案 におけ る事業 の影 響評価 に関す る表現が
「影響が軽微であ る」 とされているケースが多 く,分 か りに くい と言われてい
る。住民 に対す る説明会,意 見書 の提 出,公 聴会等 について も形式 的要件 を整
えることはされてい るが,実 質的には住民参加の保障にはな ってい ない。
また,ア メリカ合衆国の環境 アセスメ ン ト制度は,開 発 しない ことも含む代
替案 の中か ら設定 された 」i標を達成す るた めに最 も望 ま しい案 を選択す るプロ
セスで あるの に対 して,我 が国の場.合には地方 自治体 の条例 ・要綱 を含めて代
替案 を義務づ けてい るところはない。 この ことは,環 境 アセスメ ン ト制度の開
発事業 における位置づ けとそれに もたすべ き機能 に対 す る考 え方 の違い を反映
していると思われ る。我が国では,環 境 アセスメン ト制度 が事業 幌)公害事前 予
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測調査 として,す なわ ちあ る事業を実施する ことを前提 と して,そ の事 業実施
が公害 をもた らすか否か を判断す るための予 測 ・評価であ り,も ともと達成 さ
れ るべ き目標 を実行可能な方法の うちか ら最 も望 ま しいや り方 を選択 す るとい
う考 え方 はない。 そのため もあ って,選 択 の機 会を保障す るためには不可欠の
情報公開や住民参加が形骸化 しがちなのである。
このよ うにみて くると,環 境 アセスメ ン ト制度 は予防のための環境政策手段
として構想 されたが,我 が国の現実 のそれ は,信 頼性 のあ る社 会的合意形成の
手段 とい うよ りも,す でに実施する ことが決 まってい る開発事業に環境分野 に
お ける形式 的な手続 きを付与す るとい うことで 開発事業を正当化す るための手
段 にな っている とい うことがで きる。そ して,そ うなる基本的原因は手続 きの





的にも相対的にも増加 した。それは,今 日においても頻発 している。空港,基












ていないこ とがあ ろ う。それに加 えて,事 業 自体 に採算性の原理が導入されて
くると,事 業 の採否 を決定す る判 断基準 において も採算性が優越 し,結 果的に
環境対 策費が節約 され ることにな ることがあげ られ る。 また,公 共事業がその
必要性 よりもいわゆる政官財癒 着の構造 の下で事業費が拡大 されて くると,不
必要な公共事業 が増加 し環境破壊 は生 じやす くなるで あろ う。
さ らに,公 企業,公 共事 業 による環境破壊 に固有の問題 と して,裁 判の過程
で も論争 の的になるのが,公 共事 業の公共性 についてであ る。そ こでは,あ た
か も1つ の事業 をめ ぐって公共性 と環境 権が対立 しているかの よ うであ る。 し
か し,こ こで環境権 と対 立 してい るのは,住 民が主張 す る共 同性 としての公共
性で はな く,国 家が権力行使 のiF当化 のた めに主張 している 「公共性」や 「公
共の福 祉」なのであ る。つ ま り,発 生 源者であ る国家 の権 力性 が,「公共性」
の名の.下に環境権 に優越す ることによ って,公 共の ためのはず の事 業か ら環境
破壊が生 じてい るのであ る,,
〔4}環境技術と環境産業
環境政策 を進め るため には,そ の政策 を直接的 に支 える技術 的基盤が必要で
ある。 そう した技術 を環境技術 と呼ぶ とすれば,環 境政策の進展 は環境技術の
発展を並行 的に促すであ ろう。 ところが,こ れ まで の環境 政策の下 で発展 して
きた環境技術 につい ては,そ の限界が指摘 され てい る2%
主要な批判点 の1つ は,発 展 した環境技術が生産 プロセス自体 を環境親和型
にす る技 術(cleanerproduction)ではな く,終 末 処 理型 技術(end-of-pipe
technology)であったこ とで ある。終末処理 型技術 の特徴 の1つ は,問 題 に対
して個別的に対処す るところにあ るので,そ うした技術 の中 には,環 境政策 と
して導入されたに もかかわ らず,環 境 改善につ なが らず結果的 には問題を複雑
22)W已iz5巨ck6r,E、U.vonErdpohtik=llkじ1ζ,gisじkeRealpolitlkanderSchwe11臼z1】mJahrhunderl
derUmwdt,WisseLl5c卜a田icheBし旦chge睡ellscM[,1990宮本 憲.他 監 訳 『地 球 環 境 政 策.1有 斐 閣.
1994年,
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andZ面ch,1986丸山 正次 訳 『国家 の失 敗一 産 業社 会 に お け る政 治 の無 能性j,三 嶺 書 房 ,
1992年。
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